
様式第１号（３）教育訓練計画一覧表（R8.4）

変更届 教育訓練計画一覧表
枚目／ 枚中

⑤ ⑥

該当しない
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)
(9)

(10)
(11)
(12)
(13)

以下のいずれかに該当する場合は助成対象となりません。
各項目をご確認の上、該当しない場合は「該当しない」にチェックを入れて提出してください。

事業所名称 合 計

職業に関する知識、技能または技術の習得または向上を目的としないもの。

実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの。例：イベント、懇親会 等

再就職の準備のためのもの。

教育訓練実施時間中に業務が行われるもの（教育訓練の時間と区別可能な形で行われる場合を除く。）。

対象労働者の要件等から対象外となるもの。例：入社時研修 等

例：意識改革研修、モラル向上研修、寺社での座禅、趣味・教養を目的とするもの（日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講習、話
し方講座）等

法令で講習の受講が義務づけられているもの（労働者が資格を取得・更新するための法定講習等である場合を除く。）

教育訓練科目、職種等の内容に関する知識または技能、実務経験、経歴を有する指導員または講師（資格の有無は問わな
い）により行われないもの。

例：自社の商品知識研修、ＱＣサークル、新任の担当者に対して業務の範囲や進め方など業務を遂行する上で社内で通常必要となる知識等
の説明、教育訓練により生産されたものを販売等することにより利益を得るもの 等

職業または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの（法令の遵守のために必要な知識の習得を目的とす
るものは除く）。例：接遇・マナー講習 等

教育訓練の実施状況が確認できないもの。例：指導員や講師が不在のまま行われるもの（自習やビデオ等の視聴）

通常の生産・事業活動と区別がつかないもの。

外国人技能実習生に対して実施するもの。
海外で行われるもの。
過去に行った教育訓練を、同一の労働者に実施するもの。

（例：労働安全衛生法関係の教育 等）

事業所番号 小 計

10 － －

9 － －

8 － －

7 － －

6 － －

5 － －

4 － －

3 － －

教育訓練対象者 ③
教育訓練

(日)

④
短時間訓練

(日)
①氏 名 ②雇用保険被保険者番号

(　　　4桁　　　　　　　-　　　　　　　　6桁　　　　　　　　　-　　　　　1桁)
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2 － －
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【記入要領】

本様式は、教育訓練を行う場合に、休業等実施計画（変更）届と同じ判定基礎期間（賃金締切日の翌日から次の賃金締
切日までの期間）ごとに作成して計画届と併せて提出してください。教育訓練に係る計画の変更を行う場合、タイトル
の「□変更届」にレ印を記入するとともに、変更のあった対象者の①欄の左側の通番に下線を引き、変更後の内容に修
正のうえ改めて変更届と併せて提出してください。

①の対象者は、できれば賃金台帳や出勤簿等の順番で記入してください。
なお、記載が必要なのは「教育訓練を実施する対象労働者」についてであり、申請する事業所において教育訓練を実施
しない者を含めた全ての対象労働者について記載が必要なわけではありません。

対象者が多く複数枚にわたる場合は、①欄の左側の通番を適宜11,12・・・と修正するとともに、様式右上の｢ 枚目／
枚中｣欄に記入してください。また、事業所番号、名称の記入は最終ページのみで差し支えありません。

③欄～⑥欄には、次によってカウントした数値を記入してください。
③欄には各労働者について全日教育訓練を行う日数
④欄には各労働者について短時間教育訓練を行う日数（本様式においては、短時間訓練についても日数として計上）
⑤欄上段には、同ページの③欄の小計を、下段には最終ページにおいて、全ページの上段の合計を記入
⑥欄上段には、同ページの④欄の小計を、下段には最終ページにおいて、全ページの上段の合計を記入


